
　　　おける技術者等の適正な配置について」６の（２）のただし書き以下の要件に該当する場合を

　　という。）第９又は第１０の規定により入札執行者が認めた場合に限る。）にあっては、紙入札

　　扱要領」に基づく入札参加制限の措置を受けていないこと。

（６）本工事に配置する監理技術者、主任技術者又は大仙市総合評価落札方式専任補助者（以下、「監

　　理技術者等」という。）は、次により配置されなければならないこと。

　　①　発注概要書により専任の監理技術者等を要する場合

　　　　発注概要書に示す配置予定技術者の資格を有する者（当該入札参加者と直接的な雇用関係に

　　　あり、かつ入札参加資格確認申請期限の日以前に３月以上の恒常的な雇用関係（「建設工事に

（３）建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規定による建設業の許可（発注概要書に示す

　　許可業種及び許可区分）を受けていること。

（４）発注概要書に示す許可業種について、請負契約を締結する日の１年７月前の日の直後の事業年

　　度終了の日以降に建設業法第２７条の２３の規定による経営事項審査を受けていること。

（５）競争入札参加資格確認申請期限の日から落札決定の日までの間において、「大仙市建設工事入

　　札参加者指名停止基準」に基づく指名停止又は「低入札調査基準価格を下回った入札に係わる取

令和８年８月２７日

大仙市長　老松　博行

１　工事概要等

（１）工事概要は、当該「工事別発注概要書」（以下「発注概要書」という。）による。

（単体）

大仙市建設工事条件付き一般競争入札公告（総合評価落札方式）

　次のとおり条件付き一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６の規定により公告する。

　　方式によることができる。

２　入札参加資格

　　入札に参加する資格を有する者は、次のすべての要件を満たしている者とする。

（１）地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること。

（２）大仙市入札参加有資格者名簿に登載されていること。

（２）本工事は、地方自治法施行令第１６７条の１０の２の規定に基づき、価格の他に、価格以外の

　　技術的な要素等（以下「技術力等」という。）を総合的に評価し、最も評価の高い入札者を落札

　　者として決定する総合評価落札方式の適用工事である。

（３）本工事は、入札参加資格確認申請、入札等の手続を電子入札システムにより行う。ただし、電

　　子入札システムによりがたい者（大仙市公共事業電子入札運用基準（以下「電子入札運用基準」



（１）落札者が提示した簡易な施工計画や技術提案、実績等評価項目のうち履行義務を伴うもの（以

　　下「技術提案等」という。）が不履行の場合には、発注者と落札者との間で責任の所在を協議す

　　るものとする。

　　　　　　　　　　　　　＋０.５（調査基準価格－入札価格）／予定価格｝

 　　　　　ア）、イ）式において、 Ｘは技術評価点の配点（最高点）

（４）技術評価点の配点、技術評価点の計算式、技術評価点に関する評価項目、基準配点、及び落札

　　者が履行義務を負う項目は、発注概要書による。

４　技術提案等の履行の確保

（３）価格評価点は、予定価格と調査基準価格（低入札価格調査を行う基準となる価格）との関係か

　　ら、次式により算定する。

　　　　ア）入札価格≧調査基準価格の場合

　　　　　　価格評価点 ＝（１００－Ｘ）×（１－入札価格／予定価格）

　　　　イ）入札価格＜調査基準価格の場合

　　　　　　価格評価点 ＝（１００－Ｘ）×｛（１－調査基準価格／予定価格）

３　総合評価に関する事項

（１）大仙市総合評価落札方式試行要綱第５条に規定する評価方式は、発注概要書による。

（２）総合評価は、入札価格に基づく価格評価点と価格以外の評価項目に係る「技術評価点」を加算

　　した総合評価点をもって行う。

　　　総合評価点　＝　価格評価点　＋　技術評価点　

（８）本工事の調査業務、計画業務又は設計業務を行った者のうち、発注概要書に示す者でないこと。

（９）大仙市税に滞納がない者であること及び社会保険に加入し、かつ社会保険料に滞納がない者（適

　　用除外事業所を除く。）であること。

（10）電子入札運用基準第３に基づく利用者登録を行っていること。

（11）その他の入札参加資格要件は、発注概要書に記載のとおりであること。

（12）総合評価に係る技術提案等の内容が適正であること。

　　　　当該入札参加者と直接的な雇用関係にあり、かつ入札参加資格確認申請期限の日以前に３月

　　　以上の恒常的な雇用関係にある者を本工事の主任技術者として配置できること。（ただし本工

　　　事の契約工期中に、他工事に専任若しくは常駐で配置されるものを除く。）

（７）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平

　　成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立てがなされている者（手続開始の決

　　定を受けた者を除く。）でないこと。

　　　含む。以下同じ。）にある者に限る。）を専任で配置できること。

　　②　発注概要書により専任を要しない主任技術者を要する場合



※施工計画型・技術提案型の場合

　　　入札参加資格の確認は、全ての入札者について開札前に行うものとする。

（５）入札参加の辞退

　　　入札参加資格確認申請書等を提出した者は、当該申請書等を提出したあと落札者が決定される

　　までの間において入札参加資格を有しないこととなったときは、開札前にあっては入札辞退届を、

　　　とする。

（４）入札参加資格の確認

※簡易型・地域維持型の場合

　　　入札参加資格の確認は、開札後に、原則として、落札者とするための確認を行う必要がある入

　　札参加者（以下「落札候補者」という。）について行い、その他の者については確認は行わない

　　ものとする。

　　　入札に参加しようとする者は、入札参加資格確認申請書等の提出の際に、発注概要書に示す技

　　術資料を併せて提出するものとする。なお技術資料は、次により取り扱うものとする。

　　①　技術資料の作成等に要する費用は、入札者の負担とする。

　　②　技術資料の提出後における内容の変更は認めないものとする。

　　③　技術資料の返却は行わないものとする。

　　④　簡易な施工計画及び技術提案を求める場合にあっては、その内容については公表しないもの

　　　入札に参加しようとする者は、発注概要書に従い競争入札参加資格確認申請書及び入札参加資

　　格確認資料（以下「入札参加資格確認申請書等」という。）を発注概要書に示す期限内に「電子

　　入札システム」により提出すること。なお、電子入札運用基準に基づき入札執行者が紙入札方式

　　によることを認めた場合は、発注概要書に示す期限内に契約検査課へ持参により１部提出するこ

　　と。

（３）技術資料の提出

　　る。

５　入札参加資格確認申請等

（１）入札参加申請に必要な資料等の配布

　　「電子入札システム」の入札情報サービスによる。

（２）入札参加資格申請書の提出

（２）協議の結果、落札者の責任により履行がなされなかった場合の取扱いとして、再度の履行が可

　　能であると認められるものについては、その内容を履行するものとする。

（３）再度の履行が困難又は合理的でないと認められないものについては、発注者は、契約金額の減

　　額、損害賠償、入札参加制限や指名停止等の措置を行うことができる。併せて工事成績評定点の

　　減ずる措置を行う。

（４）技術資料に虚偽の記載があったことが、契約後に判明した場合も、同様の措置を行うものとす



　　　は２回までとする。）

　　問わず、見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

（３）見積内訳明細書の提出

　　　見積内訳明細書を入札書の提出に合わせて提出すること。なお、提出方法については入札書の

　　提出方法に準ずるものとする。

（４）入札の執行

　　①　入札執行回数は、１回とする。（ただし、予定価格を入札公告時に公表しない場合にあって

　　準に基づき入札執行者が紙入札方式によることを認めた場合は、発注概要書に示す提出先及び開

　　札予定時刻までに、入札書を持参して提出するとともに開札に立ち会わなければならない。

（２）入札書に記載する金額

　　　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する金額

　　を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）を

　　もって落札金額とするので、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを

　　約保証金を免除する。）なお、納付方法等については、大仙市財務規則（平成１７年大仙市規則

　　第６１号。以下「規則」という。）の規定による。

７　入札書等の提出等

（１）提出方法

　　　発注概要書に示す期限内に「電子入札システム」により提出すること。なお、電子入札運用基

６　入札保証金及び契約保証金

（１）入札保証金

　　　免除する。

（２）契約保証金

　　　請負代金額の１０分の１以上（低入札価格調査を経て契約を締結する場合にあっては１０分の

　　３以上）の金額とする。（ただし、請負代金額５００万円未満の工事にあっては、原則として契

　　　サービスによる。

　　②　閲覧期間は発注概要書に示すとおりとする。

（７）設計図書等に対する質問及び回答

　　　設計図書等に対する質問・回答は、電子入札システムにより行うものとし、質問期限及び回答

　　期限は発注概要書に示すとおりとする。

　　開札後にあってはその旨を記載した届出書を速やかに提出しなければならない。

（６）設計図書等の閲覧

　　①　本工事に係る仕様書、図面、契約書案、金額を記載しない内訳書、入札心得及び入札参加に

　　　あたっての留意事項（以下「設計図書等」という。）の閲覧は、電子入札システムの入札情報



（４）契約担当者は、入札者が１者であった場合は、技術資料の審査を省略することができるもの

　　とし、その場合は、入札価格に基づく価格点と入札者の自己評価に基づく技術評価点を加算し

　　た総合評価点をもって第１位の者とする。

　　なお、入札者が１者であった場合は、８（４）に基づく第１位の者を落札候補者とする。

（２）（１）の落札候補者について入札参加資格の確認を行い、資格を有することが確認された場合

　　であって次のいずれにも該当しないときは、当該落札候補者を落札者とする。

　　①　落札候補者の入札価格によっては契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認

　　　められるとき

　　②　落札候補者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著し

　　　く不適当であると認められるとき

９　落札者の決定方法

※簡易型、地域維持型の場合

（１）予定価格の制限の範囲内で入札した者のうち、技術資料の審査後の総合評価点が最も高い者を

　　落札候補者とする。この場合において、総合評価点が最も高い者が２者以上であるときは、電子

　　入札運用基準第１６に定めるくじの方法により順位を決定し、最上位者を落札候補者とする。

※施工計画型、技術提案型の場合

（１）技術資料の審査は、技術資料記載事項の確認、評価項目及び評価基準との照合、簡易な施工計

　　画又は技術提案の妥当性について行うものとし、原則として、ヒアリングは実施しない。ただし、

　　契約担当者が必要と認めた場合は入札者に説明を求めることができる。

（２）技術資料の審査については、入札参加資格の確認と併せて全ての入札者について開札前に行う

　　ものとする。

　　入札価格に基づく価格点と入札者の自己評価に基づく技術評価点を加算した総合評価点の最も高

　　い者について行うものとする。ただし、技術評価点は入札者の自己評価点を限度とし、審査後の

　　技術評価点が自己評価点を下回る場合は審査後の評価点とする。

（３）前項の審査の結果、総合評価点の第１位の者に変動が生じた場合は、変動後の総合評価点の最

　　も高い者について前項の審査を行い、総合評価点の第１位の者が決定するまで同じ作業を繰り返

　　すものとする。

８　技術資料の審査

※簡易型、地域維持型の場合

（１）技術資料の審査は、技術資料記載事項の確認、評価項目及び評価基準との照合について行うも

　　のとし、原則として、ヒアリングは実施しない。ただし、契約担当者が必要と認めた場合は入札

　　者に説明を求めることができる。

（２）入札者の技術資料の審査については、開札後に、予定価格の制限の範囲内で入札した者のうち、

　　②　開札の結果、入札参加者が１者であった場合であっても、入札を執行するものとする。



　　例（平成１７年大仙市条例第１０号）第１条第１項に規定する市の休日（以下「休日」という。）

　　を含まない。）以内に、契約担当者に対して書面により資格なしと決定された理由についての説

　　明を請求することができる。なお、（５）の通知を受けた者は、当該請求をしなかった場合にあ

　　法により最上位者を決定する。ただし、当該落札候補者がくじにより決定された者である場合は

　　当該くじの次順位者とする。）を落札候補者とし、（２）の確認等を行うものとする。

（４）落札者が決定するまで、上記方法を順次繰り返すものとする。

（５）契約担当者は、（２）において入札参加資格を有しないことと決定したときは、資格なしと決

　　定された理由を明らかにした資格確認結果通知書を当該落札候補者に通知するものとする。

（６）（５）の通知を受けた者は、当該通知の日の翌日から起算して２日（大仙市の休日を定める条

　　①　落札候補者の入札価格によっては契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認

　　　められるとき

　　②　落札候補者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著し

　　　く不適当であると認められるとき

（３）（２）によって落札者が決定しなかった場合は、予定価格の制限の範囲内で入札した者のうち、

　　総合評価点が当該落札候補者の次に高い者（該当する者が２者以上である場合は（１）後段の方

※施工計画型、技術提案型の場合

（１）予定価格の制限の範囲内で入札した者のうち、技術資料の審査後の総合評価点が最も高い者を

　　落札候補者とする。この場合において、総合評価点が最も高い者が２者以上であるときは、電子

　　入札運用基準第１６に定めるくじの方法により順位を決定し、最上位者を落札候補者とする。

（２）（１）の落札候補者について入札参加資格を有することが確認された場合であって次のいずれ

　　にも該当しないときは、当該落札候補者を落札者とする。

　　を含まない。）以内に、契約担当者に対して書面により資格なしと決定された理由についての説

　　明を請求することができる。なお、（５）の通知を受けた者は、当該請求をしなかった場合に

　　あっては、入札結果の公表が行われた日の翌日から起算して１０日（休日を含まない。）以内に、

　　契約担当者に対して苦情の申立を行うことができる。

（７）落札者となった者は、大仙市に納付（納入）すべき市税に滞納がないことを証する書面及び社

　　会保険料に滞納がないことの確認を受けた書面を速やかに提出しなければならない。

　　当該くじの次順位者とする。）を落札候補者とし、（２）の確認等を行うものとする。

（４）落札者が決定するまで、上記方法を順次繰り返すものとする。

（５）契約担当者は、（２）において入札参加資格を有しないことと決定したときは、資格なしと決

　　定された理由を明らかにした資格確認結果通知書を当該落札候補者に通知するものとする。

（６）（５）の通知を受けた者は、当該通知の日の翌日から起算して２日（大仙市の休日を定める条

　　例（平成１７年大仙市条例第１０号）第１条第１項に規定する市の休日（以下「休日」という。）

（３）（２）によって落札者が決定しなかった場合は、予定価格の制限の範囲内で入札した者のうち、

　　総合評価点が当該落札候補者の次に高い者（該当する者が２者以上である場合は（１）後段の方

　　法により最上位者を決定する。ただし、当該落札候補者がくじにより決定された者である場合は



　　ばならない。

１２　その他

（１）入札に関する説明会及び現場説明会は、実施しない。

（２）入札参加資格に関するヒアリングは、実施しない。ただし、必要と認めた場合には説明を求め

　　ることがある。

（３）工期は、事情により変更することがある。

（４）入札参加者は、設計図書等を熟知し、入札心得及び入札にあたっての留意事項を遵守しなけれ

（２）入札参加者は、他の工事の入札において落札したことにより入札参加資格確認申請書等に記載

　　した配置予定技術者を本工事に配置することができなくなった場合は、その旨を速やかに契約担

　　当者に報告しなければならない。

（３）本工事に技術者を配置することができなくなった入札参加者がすでに落札決定されているとき

　　は、当該落札者のした入札は無効とみなすものとする。

　　④　入札金額の内訳の記載のないもの

（６）上記に定めるもののほか、指示した条件に違反すると認められる入札

１１　配置予定技術者（監理技術者等の専任配置を要する場合）

（１）落札者は、入札参加資格確認申請書等に記載した配置予定技術者を当該工事の現場に専任で配

　　置しなければならない。

（４）紙入札方式により入札書を提出した者のうち開札に立ち会わなかった者のした入札

（５）見積内訳明細書を提出しなかった落札候補者又は提出された見積内訳明細書が次のいずれかに

　　該当する場合における当該見積内訳明細書を提出した落札候補者のした入札

　　①　提出者の商号若しくは名称の記載のないもの又は記載に誤りのあるもの

　　②　建設工事の件名の記載のないもの

　　③　工事価格の記載のないもの又は工事価格と入札金額が異なるもの

　　次のいずれかに該当する入札は無効とする。

（１）大仙市建設工事等競争入札に関する基本要綱（以下、「基本要綱」という。）第１２条第１項

　　各号及び第２項各号のいずれかに該当する入札

（２）開札日から落札決定の日までの間において、２に掲げる要件を満たさないこととなったことが

　　確認された者のした入札

（３）電子証明書を取得していない者のした入札

（７）落札者となった者は、大仙市に納付（納入）すべき市税に滞納がないことを証する書面及び社

　　会保険料に滞納がないことの確認を受けた書面を速やかに提出しなければならない。

１０　入札の無効

　　っては、入札結果の公表が行われた日の翌日から起算して１０日（休日を含まない。）以内に、

　　契約担当者に対して苦情の申立を行うことができる。



（６）発注概要書により余裕期間を設定する工事にあっては、その取扱いについては、余裕期間設定

　　工事実施要綱によるものとする。

（７）落札決定通知日は、事情により変更することがある。

（８）落札決定から契約締結までの間において、落札者が２に掲げる要件を満たさないこととなった

　　場合は、契約担当者は、当該落札者と契約を締結しないことができる。

（９）落札者は、建設業法第２０条の２第２項の規定に基づき、工期又は請負代金の額に影響を及

　　　様の職務を行うものとする。

　　　　また、当該技術者を配置することとなった場合には、その氏名その他必要な事項を監理技術

　　　者等の通知と同様に契約担当者あて通知しなければならない。

　　④　低入札価格調査を経て契約を締結した場合において、下請負に付したときは、低価格受注に

　　　よって下請負人へのしわ寄せが生じることのないよう配慮しなければならない。また、別に定

　　　める工事コスト調査の対象とされたときは、調査の円滑な実施に協力しなければならない。

　　　する要件を除く。）を満たす者１名を、監理技術者等とは別に専任で配置しなければならない。

　　　入札参加申請時に大仙市総合評価落札方式専任補助者（以下「専任補助者」という。）の配置

　　　を選択した工事において低入札価格調査を経て契約をする場合は、専任補助者の予定者を増員

    ぼす事象が発生するおそれがあると認められるときは、落札決定から請負契約を締結するまで

　　に、契約担当者に対して、その旨を当該事象の状況の把握のための必要な情報と併せて通知す

　　ること。なお、通知に当たっては、建設業法第２０条の２第２項に基づく通知書を提出するこ

　　　技術者（現場代理人と兼務）として配置するものとする。（契約後は専任補助者として取り扱

　　　わない。）

　　　　なお、増員配置される技術者は、施工中、監理技術者等を補助し、監理技術者等の職務と同

　　　ならない。

　　②　低入札価格調査を経て契約を締結する場合は、契約書案にかかわらず、契約の保証の額及び

　　　違約金の額を請負代金額の１０分の３以上とするとともに、前払金の額を請負代金額の１０分

　　　の２以内とする。

　　③　監理技術者等の専任配置が義務付けられている工事において、低入札価格調査を経て契約を

　　　締結する場合は、本工事において求められる監理技術者等の要件と同一の要件（工事経歴に関

　　るもののほか、次によるものとする。

　　　この場合において、同要綱第４条中「最低の価格」とあるのは「最も高い総合評価点をもって

　　入札した者の入札価格」と、第７条中「最低入札価格に次いで低い価格」とあるのは「最も高い

　　総合評価点をもって入札した者に次いで高い総合評価点をもって入札した者の入札価格」と、第

　　８条中「最低の価格」とあるのは「最も高い総合評価点」と読み替える。

　　①　入札参加者は、低入札価格調査の対象となった場合は、調査の円滑な実施に協力しなければ

（５）低入札価格調査制度の運用については、大仙市建設工事低入札価格調査取扱要綱、大仙市建設

　　工事低入札価格調査取扱実施要領及び低入札調査基準価格を下回った入札に係わる取扱要領によ



　　と。

（10）本工事は、電子契約により契約締結することができる。入札に参加しようとする者で電子契約

　　による契約を希望する場合は、入札参加資格確認申請書等と一緒に電子契約利用申出書を提出す

　　ること。

（11）本公告に定めのない事項については、地方自治法、地方自治法施行令、規則、基本要綱、大仙

　　市建設工事条件付き一般競争入札実施要綱、大仙市総合評価落札方式試行要綱、大仙市総合評価

　　落札方式に関する運用基準、大仙市総合評価落札方式運用の手引き（案）及び秋田県総合評価落

　　札方式運用の手引きの定めるところによる。



工事別発注概要書

Ａ．入札参加資格等

当該工事での役割 専任の主任技術者

施工管理技士等

１級土木施工管理技士
２級土木施工管理技士（土木）
１級建設機械施工管理技士
２級建設機械施工管理技士

入
札
参
加
資
格
要
件 配

置
予
定
技
術
者
の
資
格

（
監
理
技
術
者
等
を
選
択
の
場
合
）

同種工事の
工事経歴 経歴の内容

いずれか
の資格を
有するも

の

技術士
技術部門 建設部門

総合技術監理部門 選択科目を「建設」に係るものとする者

総合評定値（建設業法施行規則（昭
和２４年建設省令第１４号）第２１条の
３の規定により算出された直近値）

同種工事の
施工実績

有効期間

工事の内容

共同企業体出資比率

Ａ　等級

建設業法
第３条規定

許可業種 土木工事業

許可区分 特定建設業許可又は一般建設業許可

主たる営業所の所在地

予定価格 69,971,000 円（消費税及び地方消費税を含む。）

低入札価格調査制度適用の有無 有

令和８年度大仙市建設
業者等等級格付名簿

格付工種 一般土木工事

等級

総合評価落札方式適用の有無 有

工事場所 大仙市内小友字馬場　地内

予定工期 令和9年3月31日　まで

工事概要

橋長　ＰＣ単純プレテンション床版橋　Ｌ＝１６．９ｍ
プレテンション桁製作工　Ｎ＝１０本
支承工　ゴム支承　Ｎ＝２０個
地覆工　Ｎ＝一式
伸縮装置工　鋼・ゴム製伸縮装置　Ｌ＝１３ｍ
橋梁用高欄工　橋梁用高欄（組立式）　Ｌ＝３６ｍ
アスファルト舗装工　②密粒度Ａｓ（１３）改質Ⅱ　Ａ＝１０９ｍ２

工事名 （建道００３２）橋補修交－第２号　馬場橋橋梁上部工事



入
札
参
加
資
格
要
件

若手技術者等の
経歴の内容

専任補助者の
経歴の内容

技術部門 建設部門

総合技術監理部門 選択科目を「建設」に係るものとする者

現場代理人

若手技術者等の当該工事での役割 専任の主任技術者

同種工事の
工事経歴

配
置
予
定
技
術
者
の
資
格

（
若
手
技
術
者
等
・
専
任
補
助
者
を
選
択
の
場
合
） 専任補助者の当該工事での役割

そ
の
他
の
事
項

※　入札参加申し込みの際に、監理技術者等の配置又は若手技術者等及び専任補助者の
　　配置のどちらかを選択すること。

施工管理技士等

１級土木施工管理技士
２級土木施工管理技士（土木）
１級建設機械施工管理技士
２級建設機械施工管理技士

いずれか
の資格を
有するも

の

技術士
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Ｂ．入札関係書類提出方法等

令 和 8 年 8 月 27 日 （ 木 ） 午 前 8 時 30 分 か ら

令 和 8 年 9 月 8 日 （ 火 ） 午 後 4 時 ま で

①

②

③

④

令 和 8 年 8 月 27 日 （ 木 ） か ら 　 　 　 　

令 和 8 年 9 月 28 日 （ 月 ） ま で 　 　 　 　

令 和 8 年 9 月 3 日 （ 木 ） 午 後 4 時 ま で

令 和 8 年 9 月 7 日 （ 月 ） ま で 　 　 　 　

令 和 8 年 9 月 9 日 （ 水 ） 午 前 8 時 30 分 か ら

令 和 8 年 9 月 25 日 （ 金 ） 午 後 1 時 ま で

令 和 8 年 9 月 28 日 （ 月 ） 午 前 9 時

令 和 8 年 9 月 30 日 （ 水 ） 　 　 　 　

建設部　道路河川課　計画整備班

電話 ０１８７－６６－４９０５

そ
の
他
の
事
項

※　提出書類のうち総合評価に係る技術資料については、添付資料も含め全て電子入札
　　システムにより提出すること。

開札予定時刻

落札決定通知日（予定）

問
い
合
わ
せ
先

入札に関する事項
担当 総務部　契約検査課

電話 ０１８７－６３－１１１１

設計図書等に
関する事項

担当

設計図書等の閲覧期間

設計図書等に対する質問期限

設計図書等に対する回答期限

入札書の提出期間
（サーバー停止時間は除く）

紙入札者の入札書の提出先 総務部　契約検査課

提出方法
電子入札システムによる。

ただし、紙入札方式を承認された者は、上記の提出書類等を全て１部持参すること。

入
札
参
加
資
格
確
認
申
請
書
の
提
出
等

提出期間
（サーバー停止時間は除く）

提出書類等

（様式第１号）

配置予定技術者の資格・工事経歴等及びその添付書類 （様式第３号）

配置予定技術者の現況 （様式第４号）

総合評価に係る技術資料

競争入札参加資格確認申請書
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Ｃ．総合評価に関する事項

点

点

点

点

点

点

別記様式１－１

別記様式１－２

2 点

大仙市総合評価落札方式運用の手引きによる

別記様式２－１

2 点

大仙市総合評価落札方式運用の手引きによる

別記様式２－１

1 点

大仙市総合評価落札方式運用の手引きによる

別記様式２－１

2 点

大仙市総合評価落札方式運用の手引きによる

別記様式２－１

2 点

若手技術者の配置の有無

35歳未満の監理又は主任技術者への配置 2.0 点

35歳以上40歳未満の監理又は

主任技術者への配置

35歳未満の現場代理人への配置 1.2 点

35歳以上40歳未満の現場代理人への配置 0.8 点

いずれにも配置なし 0.0 点

女性技術者の配置の有無

監理又は主任技術者への配置 1.2 点

現場代理人への配置 0.6 点

いずれにも配置なし 0.0 点

別記様式２－２

2 点

大仙市総合評価落札方式運用の手引きによる

別記様式２－２

令和５年度～令和７年度の工事成績評定点とする。

第１６回～第１８回大仙市優良建設工事表彰を対象とする。

5‐2
配置予定技術者の同種工事の
施工実績

5‐1 若手又は女性技術者の育成

基準 配点

評価基準

評価基準

同種工事 ＰＣ橋の上部工新設工事

大仙市総合評価落札方式運用の手引きによる

1.6 点

提出様式

基準 配点

類似工事 橋梁の上部工新設工事（構造、形式を問わない）

提出様式

4
企業のＩＳＯマネジメントシステ
ムの認証取得

基準 配点

評価基準

提出様式

一般土木工事3 企業の優良建設工事表彰

基準 配点

一般土木工事

評価基準

同種工事 ＰＣ橋の上部工新設工事

提出様式

評価基準

同格付工種

評価対象

提出様式

複数の配置予定技術者を申請する場合の提出様式（任意）

技術評価点の評価項目 基準配点、評価基準、提出様式等

1 企業の同種工事の施工実績

基準 配点

評価基準

同格付工種

該当年度

類似工事 橋梁の上部工新設工事（構造、形式を問わない）

提出様式

2
企業の同格付工種における
工事成績評定点

基準 配点

（※　小数点以下第５位を四捨五入４位止め）

価格評価点の配点 １００点－技術評価点の合計（X) 80

自己評価申請書の提出様式（必須）

-

技術提案の配点（Ｂ３） -

合計（Ｘ）　※Ｂ１＋Ｂ２＋Ｂ３ 20

技術評価点の
計算式

技術評価点 ＝ 実績等評価分に係る獲得点数 × Ｂ１ ／ ｂ１

＋ 簡易な施工計画に係る獲得点数 ＋ 技術提案に係る獲得点数

評価方式 簡易型

技術評価点の配点

実績等評価項目の配点（Ｂ１） 20

実績等評価項目の基準配点の合計（ｂ１） 27

簡易な施工計画の配点（Ｂ２）

DS-PCE03325
強調

DS-PCE03325
強調

DS-PCE03325
強調

DS-PCE03325
強調



2 点

大仙市総合評価落札方式運用の手引きによる

別記様式２－２

2 点

大仙市総合評価落札方式運用の手引きによる

別記様式２－２

2 点

別記様式２－２

2 点

大仙市総合評価落札方式運用の手引きによる

2.0 点

1.5 点

1.0 点

0.5 点

0.0 点

別記様式３－２

2 点

大仙市総合評価落札方式運用の手引きによる

別記様式３－４

2 点

大仙市総合評価落札方式運用の手引きによる

認定ポイントが6ポイントを超える 2.0 点

認定ポイントが4ポイントを超え6ポイント以下 1.5 点

認定ポイントが1ポイントを超え4ポイント以下 1.0 点

認定ポイントが1ポイント 0.5 点

認定ポイントが0 0.0 点

別記様式３－４

2 点

大仙市総合評価落札方式運用の手引きによる

別記様式３－６及び別記様式３－７

2 点

大仙市総合評価落札方式運用の手引きによる

別記様式３－４

3,000万円を超え4,000万円以下

提出様式

評価基準

提出様式

提出様式

17
継続的なボランティア活動実績
（令和８年度に定期・随時受付分
として認定されたポイント）

基準 配点

16 企業の消防団活動に対する取組

基準 配点

評価基準

評価基準

提出様式

20 屋根の雪下ろしに関する取組み

基準 配点

評価基準

18 企業の雇用対策に関する姿勢

基準 配点

評価基準

提出様式

4,000万円を超え6,000万円以下

6,000万円を超える

13
企業の大仙市における
受注工事額の合計
（令和８年度の受注実績）

基準 配点

一般土木工事Ａ等級の受注工事額の合計

2,000万円以下

2,000万円を超え3,000万円以下

基準 配点

6
配置予定技術者の
工事成績評定点

基準 配点

一般土木工事

評価基準

提出様式

評価基準

提出様式

8 主任（監理）技術者の保有資格

基準 配点

点

点

2.0

0.0

１級土木施工管理技士又は１級建設機械施工管理技
士の資格を有する

上記資格を有しない

7
配置予定技術者の
継続教育（ＣＰＤ）の取組

評価基準

同格付工種

提出様式


